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特　集 持続可能な地方創生の姿を探る

要　約

都市・地域の先進事例に学ぶ、
ＳＤＧｓ達成に求められる視点

金融調査部　太田 珠美／依田 宏樹

ＳＤＧｓの達成には都市・地域レベルでの取り組みが不可欠であるとの
認識が広がっている。国連では 2018 年のハイレベル政治フォーラムの際
に地方・地域政府フォーラムが開催され、都市・地域のＳＤＧｓの取り組
みについて議論が行われた。また、2019 年に東京で開催されたＵ 20 メ
イヤーズ・サミットには世界中の主要都市が集い、開発戦略をＳＤＧｓに
関連付ける重要性を共有した。

日本の地方公共団体の中でもＳＤＧｓへの関心は高まっている。47 都道
府県のうち、ＳＤＧｓに取り組む方針を打ち出し、取り組み体制の構築ま
で行っているのは６都道府県にとどまるが、ＳＤＧｓに取り組む方針を打
ち出している都道府県も増えており、広がりが期待される。

ＯＥＣＤは都市・地域レベルでのＳＤＧｓの取り組みを後押しするため、
ドイツのボン市等世界から９つのＳＤＧｓモデル都市を選定し支援を行っ
ている。これらの都市・地域は、各種計画等にＳＤＧｓを取り入れ、地域
指標の開発も進めている。

今後、国内外の都市・地域の成果がベストプラクティスとして共有され、
他の都市・地域でも取り組みが広がることが期待される。各都市・地域の
ＳＤＧｓへの取り組みの積み重ねが、世界全体のＳＤＧｓの達成につながる。

１章　地域におけるＳＤＧｓの推進
２章　日本における地方公共団体の取り組み状況
３章　海外の都市の取り組み状況
４章　おわりに
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１章　地域におけるＳＤＧｓの推
進

１．ＳＤＧｓとは何か
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、2015 年

９月に国連総会で採択された「我々の世界を変革
する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」
の中核をなす国際社会全体の目標である。17 の
ゴール（目標）、169 のターゲット、2321 の指標
から構成されており、2030 年までの達成を目指
すものである（図表 1-1）。ＳＤＧｓは「誰一人
取り残さない」社会の実現を理念とし、開発途上
国のみならず先進国も含めた全ての国に適用さ
れ、また環境問題（気候変動や生物多様性などへ
の対応）、社会問題（貧困対策やジェンダー平等
の実現など）、経済成長の三つの側面から目標設
定を行っている。

ＳＤＧｓの前身は、2000 年に策定されたＭＤ

1）延べ数では 244 あるが、一部重複しており、それを除くと 232。

Ｇｓ（ミレニアム開発目標）である。2015 年を
達成期限とし、開発途上国向けの貧困削減や初等
教育の達成など８つの目標を掲げた。ＭＤＧｓは
2015 年までに大きな成果を挙げたが、一部目標
水準に達しないものがあり、地域による達成度の
ばらつきも見られた。後継となるＳＤＧｓは、Ｍ
ＤＧｓで積み残された課題と、気候変動問題の深
刻化や、エネルギー問題、国家間格差・国内格差
の拡大などの新たな課題に対応するものとなって
いる。

２．都市・地域においてＳＤＧｓに取り
組む重要性

１）国連ハイレベル政治フォーラム（2018
年）

（１）ＳＤＧｓの地域化を促進する動き
ＳＤＧｓは世界全体の目標であるが、その達成

に向けては都市・地域の取り組みが不可欠である。

図表1-1　ＳＤＧｓの17の目標

（出所）国際連合広報センターから抜粋
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そのため、国連や各国政府、地方公共団体などの
間で様々な取り組みが見られる。

まず、国連においては、国レベルだけでなく、
都市・地域レベルにおけるＳＤＧｓの取り組み

（ＳＤＧｓの地域化）の重要性が議論されている。
2018 年７月、ニューヨーク国連本部でＳＤＧｓ
に関する「ハイレベル政治フォーラム（High-level 
Political Forum：ＨＬＰＦ）」が開催され、世
界 46 カ国より自発的国家レビュー（Voluntary 
National Reviews：ＶＮＲｓ）に基づく、ＳＤ
Ｇｓの取り組み状況等の発表がなされた。この際、
スペシャル・イベントとして開催された地方・地
域政府フォーラムでは、ＶＮＲｓの策定に対する
地方政府の関わりなどについて議論が行われた。
また、日本からは、内閣府の「ＳＤＧｓ未来都
市」および「自治体ＳＤＧｓモデル事業」（詳細
は２章参照）に選定された地方公共団体のうち、
北海道下川町・富山市・北九州市の三つが世界初
となる自発的自治体レビュー（Voluntary Local 
Reviews：ＶＬＲｓ）に基づく報告を行い、地方
公共団体の先進的な事例を紹介した。当該レポー
トは、公益財団法人地球環境戦略研究機関との共
同で作成されたもので、国連のＶＮＲｓ作成のた
めのガイドラインを踏まえた構成となっている。

国連がＨＬＰＦで地方・地域政府フォーラムを
開催したり、複数の都市・地域がＶＬＲｓに基づ
くレポートを作成した背景には、ＳＤＧｓの達成
には、世界人口の多くが集まる都市における取り
組みが不可欠であること、また、各地域特有の問
題に対応する必要があることなどが挙げられる。

（２）地域におけるＳＤＧｓの先進事例
世界で初めてＶＬＲｓに基づくレポートを公表

した下川町、富山市、北九州市のＳＤＧｓの取り

組みについて見ていきたい。

① 下川町
下川町は、北海道北部に位置する豊かな森林環

境に恵まれた町である。2001 年に持続可能な開
発コンセプトを取り入れた「森林共生のグランド
デザイン」を、2006 年に「下川町自治基本条例」
を策定し、持続可能な地域社会の実現に取り組ん
できた。具体的には、森林総合産業の構築やエネ
ルギー自給など「循環型森林経営」を基盤とした
まちづくりを進めており、住民所得の向上や気候
変動緩和などの効果が出ている。さらに、人口減
少や少子高齢化などの課題に対応するため、ＳＤ
Ｇｓの基本理念や気候変動等の国際的な目標を包
含する「2030 年における下川町のありたい姿 ～
人と自然を未来へ繋ぐ『しもかわチャレンジ』～」
を住民委員が中心となり、作成した。今後は、あ
りたい姿の実現に向けた具体的な取り組みを進め
ていくとしている。

② 富山市
富山市は、日本海に面した自然豊かな都市であ

る。人口減少・高齢化、地域エネルギー資源の未
活用、産業活力の低下などの課題があり、ＳＤＧ
ｓが採択される以前より経済・社会・環境の三側
面を考慮した施策を行っている。公共交通を軸と
した拠点集中型のコンパクトなまちづくりを基本
の政策に据えており、例えば、ＬＲＴネットワー
クの形成（公共交通の活性化）、公共交通沿線へ
の都市機能の集約などを一体的に推進している。
富山市が自治体ＳＤＧｓモデル事業として掲げた
のもコンパクトシティの深化である。

例えば、ＬＲＴネットワークの形成は、自家用
車への依存度を下げることによる都市の低炭素化
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の促進に加え、多様なモビリティを市民に提示す
ることにつながっている。そして、それはまちな
かの活性化につながり（目標８）、高齢者等の外
出機会の創出という効果も生み出した。歩くこと
による健康増進効果（目標３）も加わり、複数の
ＳＤＧｓ目標に横断的に貢献する事例である。

③ 北九州市
北九州市は、日本の政令指定都市の一つである。

かつて、産官学民が一体となって深刻な公害問題
を克服した経験や技術を活かし、現在では環境・
経済・社会の調和を目指し、地域エネルギーを核
としたまちづくりを進めている。昨今、中長期的
な人口減少や高齢化、気候変動などの課題に対応
するため、「北九州市ＳＤＧｓ未来都市計画 『「真
の豊かさ」にあふれ、世界に貢献し、信頼される「グ
リーン成長都市」』を目指して」を策定、「ＳＤＧ
ｓ戦略（ビジョン）」を示し、洋上風力ファーム
の推進など具体的な 17 の取り組みを掲げた。ま
た、その実現に向けて、国との連携強化や、地域
特性を踏まえた指標による進捗モニタリングなど
も進めるとしている。

２）Ｕ 20メイヤーズ・サミット
2019 年５月に東京で開催された Urban20（Ｕ

20）メイヤーズ・サミットにおいて、東京都はＧ
20 大阪サミット（2019 年６月開催）に向けたコ
ミュニケ（声明書）を公表した。なお、Ｕ 20 は
もともと、持続可能で包摂的な世界の実現のため
には都市が重要な役割を担うとの認識に立ち、国
家レベルのＧ 20 の議論に、都市の経験や意見を
反映させることを活動趣旨とするプラットフォー

2）アクションプランは公表後に見直しが実施されており、本稿執筆時点では「拡大版ＳＤＧｓアクションプラン
2019 ～ 2019 年に日本がリーダーシップを発揮するＳＤＧｓ主要課題～」が最新である。

ムである（日本からは東京都と大阪市が加盟）。
このコミュニケでは「特に気候変動対策、社会

の包摂及び統合、持続可能な経済成長という３つ
の主要分野において、各都市の持続可能な開発戦
略を国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に確
実に関連付ける」ことを打ち出した。持続可能な
社会の実現に向けて、各都市の戦略にＳＤＧｓの
理念を反映させる重要性が世界の主要都市の共通
認識として公表されたことになる。

３）日本政府の地域活性化の方向性
都市・地域におけるＳＤＧｓの取り組みについ

ては、日本政府も積極的に推進している。2015
年にＳＤＧｓが採択されて以降、政府はＳＤＧｓ
の実施を本格的に推進するため、国内体制を整備
した。2016 年５月、内閣総理大臣を本部長、全
大臣を構成員とする「持続可能な開発目標（ＳＤ
Ｇｓ）推進本部」（以下、ＳＤＧｓ推進本部）を
設置した。ＳＤＧｓ推進本部は同年 12 月に「持
続可能な開発（ＳＤＧｓ）実施指針」（以下、Ｓ
ＤＧｓ実施指針）を決定、「８つの優先課題と具
体的施策の例」を挙げ、優先課題の一つに地域活
性化を掲げた。

さらに、2017 年 12 月に発表した「ＳＤＧｓ
アクションプラン 2018 ～ 2019 年に日本の『Ｓ
ＤＧｓモデル』の発信を目指して」においては、「Ｓ
ＤＧｓを原動力とした地方創生、強靱かつ環境に
優しい魅力的なまちづくり」が３本柱の一つに掲
げられた（図表 1-2）2。

日本政府はＳＤＧｓを地域活性化の原動力とし
て位置づけており、日本の都市・地域にＳＤＧｓ
への取り組みを促している。こうした日本政府の
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動きもあり、「ＳＤＧｓ未来都市」に選定された
都市を中心に、都市・地域レベルでＳＤＧｓをビ
ジョンや計画に取り込み、その実現に向けて動き
始める地方公共団体も増えている。

２章　日本における地方公共団体
の取り組み状況

１．地方公共団体の役割
１）ＳＤＧｓ実施指針・アクションプランに

おける位置づけ
これまで見たように、国連を中心に、都市・地

域レベルでＳＤＧｓに取り組むことがＳＤＧｓの
達成に不可欠であるとの共通認識が世界的に広
がってきている。

都市・地域は、環境・社会・経済の三側面でそ
れぞれに課題を抱えており、都市・地域レベルで
のＳＤＧｓの取り組みが持続可能なまちづくりに
つながる。そのためには各地方公共団体が、各種
施策にＳＤＧｓを取り込み、それを実践していく
ことが重要となってくる。都市・地域がＳＤＧｓ

の達成に向けた取り組みを進める上で、旗振り役
として期待されるのが地方公共団体である。本章
では地方公共団体に期待される役割や、現状の動
向について整理していきたい。

ＳＤＧｓ推進本部のＳＤＧｓ実施指針では、ＳＤ
Ｇｓの達成に広範なステークホルダーの連携が必
要であることを示し、地方公共団体には「各種計
画や戦略、方針の策定や改訂に当たってはＳＤＧ
ｓの要素を最大限反映することを奨励」している。

また、地方公共団体のＳＤＧｓへの取り組みを
促進する施策の一つとして、2018 年度・2019
年度に「ＳＤＧｓ未来都市」および「自治体ＳＤ
Ｇｓモデル事業」の選定が行われた。ＳＤＧｓ未
来都市は、ＳＤＧｓの達成に向けた優れた取り組
みを提案した地方公共団体であり、2018 年度は
前述の下川町、富山市、北九州市のほか、北海道、
神奈川県、長野県、広島県を含む全 29 の地方公
共団体が選出され、2019 年度は新たに 31 の地
方公共団体が選出された。自治体ＳＤＧｓモデル
事業はその中からさらに先導的な取り組みを行う
地方公共団体で、2018 年度・2019 年度でそれ

図表1-2　拡大版ＳＤＧｓアクションプラン2019のポイント

（出所）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部「拡大版ＳＤＧｓアクションプラン 2019 ～2019年に日本がリーダーシップを発揮するＳ
ＤＧｓ主要課題～」から抜粋
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ぞれ 10 の地方公共団体が選出されている。
ＳＤＧｓ未来都市に選出された地方公共団体

は、複数の省庁が連携する「自治体ＳＤＧｓ推進
関係省庁タスクフォース」による省庁横断的な支
援が受けられ、自治体ＳＤＧｓモデル事業はさら
に資金的な支援も受けられる。ＳＤＧｓ未来都市
の成功事例を積み上げ、それを他都市へ展開する
ことで、地方公共団体によるＳＤＧｓへの取り組
みを推進するとともに、海外都市等とのネット
ワーク構築に活かす方針である。

２）地方公共団体がＳＤＧｓに取り組むメ
リット

ＳＤＧｓはあらゆる社会的課題の解決を目指し
ており、17 の目標はいずれも地方行政に関わる
ものだ。そのため、ＳＤＧｓは目新しいものでは
ないと考えたり、ＳＤＧｓへの取り組みを促され
ることに困惑を感じる地方公共団体もあるかもし
れない。地方公共団体がＳＤＧｓに取り組むメ
リットとして、①ＳＤＧｓを参考に優先的に取り
組むべき課題の整理ができる、②気づけていない
課題の洗い出しができる――といったことなどが
挙げられる。

（１）優先的に取り組むべき課題の整理
従来の地方創生（もしくは地域活性化）は、雇

用の創出や人口減少への対応など、主に地域経済
の成長（ＧＤＰの増加）に主眼が置かれる傾向に
ある。一方、ＳＤＧｓは地域住民の暮らしの質に
大きく影響する地域の自然資本（森林や土壌、水、
大気、生物資源など自然によって形成される資本）
や、教育、医療、地域コミュニティの関係など、
多様な視点から地域課題を捉えるものだ。各地域
において、17 の目標に対する現状を把握し、特

3）外務省仮訳より。ＳＤＧｓ目標の日本語訳について、本稿では注記のない限り、外務省仮訳を用いる。

に達成度が低いと思われる目標に対して、優先的
に取り組むことが考えられる。

（２）気づけていない課題の洗い出し
ＳＤＧｓは幅広い社会的課題の解決を目指すも

のであることから、17 の目標の視点からあらた
めて地域を見直すことで、これまで気づけていな
かった課題が洗い出される可能性がある。ＳＤＧ
ｓの目標は相互に関係し合っており、一つの目標
の達成を目指すことが、他の目標の達成につな
がったり、逆に阻害することも起こり得る。

目標 14 の「持続可能な開発のために海洋・海
洋資源を保全し、持続可能な形で利用する」3 を例
に考えてみたい。海に面していない地方公共団体
などは、当該目標に対する関心は相対的に低いこ
とが予想される。しかし、地域に水産養殖の技術
や、海洋汚染の解決に結びつく技術を持つ企業や
大学などがあれば、それらを支援することで目標
14 の達成に貢献することが考えられる。そして、
それが一つの産業として成長すれば、雇用を生む
ことにもつながるかもしれない。

一方、海には河川などを通じて内陸部の工場廃
水や家庭排水が流れ込んでいる。海に面していな
い地方公共団体において、経済成長や雇用の創出
を目的に工場を建設することは、海洋汚染の一因
となり、目標 14 の達成を阻害する可能性がある。
17 の目標に基づき、都市・地域で何ができるか
考えることで、これまで気づけていなかった課題
が見えてくるかもしれない。

３）2030年からのバックキャスティング
ＳＤＧｓは 2030 年という期限が設けられてい

る。2030 年に目標を達成するためには、何をい
つまでにやればいいか、バックキャスティングで
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計画を立てる必要がある。
例えば目標 11 のターゲットの一つに「2030

年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄
物の管理に特別な注意を払うことによるものを含
め、都市一人当たりの環境上の悪影響を軽減す
る。」4 とある。この達成プロセスを考えると、ま
ず「大気の質」や「一般並びにその他の廃棄物」
をどのように定義し、測定するのかを検討、その
後に数値の把握、一人当たりの環境上の悪影響を
軽減するための施策の実施、施策の効果測定とい
う段階を踏むことが想定される。

ＳＤＧｓの進捗を測定するためには指標が必要
である。国レベルでは、国連統計委員会などの議
論を経て、2017 年７月の国連総会において 232
の指標が採択されている。一方、世界全体の目標
として策定された指標を、地方公共団体レベルに
当てはめることは必ずしも適切ではない。一般財
団法人建築環境・省エネルギー機構は、日本の地
方公共団体がＳＤＧｓの達成状況を計測するため
に、国レベルの指標を都市・地域レベルに置き換
えた指標（ローカライズ指標）「私たちのまちに
とってのＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）－進捗
管理のための指標リスト－」を作成している。先
述の大気の質や廃棄物に関するターゲットを例に
とると、国連総会で採択された指標は「都市で生
み出された固形廃棄物の総量のうち、定期的に
収集され適切に最終処理されたものの割合（都市
別）」「都市部における微粒子物質（例：PM2.5
や PM10）の年平均レベル（人口で加重平均した

4）総務省政策統括官（統計基準担当）による指標仮訳より。
5）出所は４）と同様。
6）内閣府地方創生推進事務局「ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査 地方創生に向けたＳＤＧｓを活かしたまちづ

くり 概要（平成 29 年 10 月 13 日現在）」（2017 年 10 月）、調査対象は 1,797 の地方公共団体であり、回答率は
38.1％であった。

7）自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会「平成 30 年度 ＳＤＧｓに関する全国調査結果」（2018 年 12 月 11 日）、
調査対象は 1,788 の地方公共団体であり、回答率は 57.0％であった。

8）「非常に関心がある」「関心がある」の合計。

もの）」5 となっている。一方、ローカライズ指標
は「廃棄物の最終処分割合（最終処分量／ごみの
総排出量）」「微小粒子物質（PM2.5）　年平均値

（μ g/m3）」「化学オキシダント（Ox）濃度の昼
間１時間値が 0.12ppm であった日数」「窒素酸
化物（NOx）年平均値（ppm）」「二酸化硫黄（SO2）
年平均値（ppm）」が挙げられている。

どのような指標で進捗を測るかは、都市・地域
ごとに、その特性に合わせて検討すべきであるが、
いずれにしろ、どのようなプロセスを通じてＳＤ
Ｇｓの達成を目指すのか、できる限り早い段階で
検討を開始することが望ましい。2030 年までの
残り時間が短くなるほど、できることも限られて
いく。

２．各都道府県の状況

１）地方公共団体で広がるＳＤＧｓへの取り
組み

地方公共団体におけるＳＤＧｓに対する関心は
高まっている。①内閣府地方創生推進事務局が
2017 年８月 30 日～ 10 月 13 日に実施したアン
ケート調査 6、および②自治体ＳＤＧｓ推進評価・
調査検討会が 2018 年 10 月１日～ 11 月 16 日に
実施したアンケート調査 7 によれば、①の時点で
ＳＤＧｓに関心があるという回答は 36％であっ
たが、②の時点では 56％に上昇した 8（図表 2-1）。
また、ＳＤＧｓの取り組みを推進、もしくは推進
予定の地方公共団体も、①の時点では 35％であっ
たが、②の時点では 51％まで上昇している（図
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表 2-2）。
2019 年１月に神奈川県が主催した「ＳＤＧｓ

全国フォーラム 2019」では、「ＳＤＧｓ日本モ
デル宣言」に神奈川県の 33 全市町村のほか、33
都道府県を含む 93 の自治体が賛同した。「『ＳＤ
Ｇｓ日本モデル』宣言」は、地方公共団体が、人
口減少・超高齢化など社会的課題の解決と持続可
能な地域づくりに向けて、企業や学校・研究機関、
住民などとのパートナーシップを深め、日本の「Ｓ
ＤＧｓモデル」を世界に発信することを掲げたも
のである。このように、地方公共団体を起点とす
る動きも見られ、今後さらにＳＤＧｓに取り組む
地方公共団体が増えることが予想される。

２）47都道府県の現状
先述の自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会に

よる調査では、既にＳＤＧｓを推進している地方
公共団体は全体の１割弱であった。具体的にどう
いったことを行っているのか確認するため、47
都道府県の取り組み状況について、公開されてい
る情報に基づき調査を行った。ここでは取り組ん

でいるかを判断する基準として、県が定める何ら
かの計画の中で、ＳＤＧｓについて言及されてい
るかどうかを調べた。

結果としては、本稿執筆時点で 47 都道府県の
うち 17 都道府県（36％）が総合計画や長期ビジョ
ンといった、都道府県政の中核となるもの（以下、
総合計画等）の中で、ＳＤＧｓについて何かしら
言及していた。言及のなかった 30 都道府県の中
でも、６都道府県（同 13％）では、今後策定す
る総合計画等の中でＳＤＧｓを取り入れることを
打ち出している。この他、環境計画や消費者計画
といった特定の分野でＳＤＧｓの考え方を取り入
れている都道府県もあった。現状、ＳＤＧｓを全
く取り入れていない（取り入れる予定も公表され
ていない）都道府県は 19（同 40％）であった。

本来、ＳＤＧｓは地方行政全体に関係するもの
であることから、環境や消費といった特定の計画
だけに盛り込まれるべきものではなく、総合計画
等に位置づけられることが望ましい。しかし、総
合計画等を５～ 10 年単位で策定している地方公
共団体も少なからずあり、そういったところでは、

0 10 20 30 40 50 60 70

推進している

今後推進していく予定が
ある

今後推進を検討していく
予定がある

推進しておらず今後推進
していく予定もない

0 10 20 30 40 50 60

非常に関心がある

関心がある

あまり関心がない

全く関心がない

分からない

（％）

（％）

2017年度調査
2018年度調査

2017年度調査
2018年度調査

図表2-1 図表2-2　地方公共団体のＳＤＧｓの取り組み状況

（出所）内閣府地方創生推進事務局「ＳＤＧｓに関する全国ア
ンケート調査 地方創生に向けたＳＤＧｓを活かしたま
ちづくり 概要（平成 29年 10月 13 日現在）」（2017年
10月）、自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会「平成30
年度ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査結果」

（2018年12月11日）から大和総研作成

（注）2017年度の回答数は 684、2018年度の回答数は 1,020。2018
年度の項目に基づいて作成しているが、2017年度調査は「推進し
ている」という回答項目がないため、「既に十分推進している」
と「ある程度推進している」の合計を「推進している」としている

（出所）内閣府地方創生推進事務局「ＳＤＧｓに関する全国アンケート
調査 地方創生に向けたＳＤＧｓを活かしたまちづくり 概要（平
成29年10月 13 日現在）」（2017年10月）、自治体ＳＤＧｓ推
進評価・調査検討会「平成 30年度ＳＤＧｓに関する全国アンケ
ート調査結果」（2018年12月11日）から大和総研作成

地方公共団体のＳＤＧｓへの関心
度
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順次見直しが到来する計画か
らＳＤＧｓを取り入れていく
というプロセスもあり得るだ
ろう。

総合計画等でＳＤＧｓに言
及があった 17 都道府県も、
取り組み度合いには濃淡が見
られる。例えば、総合計画等
においてＳＤＧｓを考慮する
という文章があるだけの都道
府県もあれば、自らの実施施
策をＳＤＧｓの 17 の目標に
紐付けしていたり、ＳＤＧｓ
の取り組みについてアクショ
ンプランを策定している都道
府県もあった。

地方公共団体がＳＤＧｓに
取り組む際の指針として、一
般財団法人建築環境・省エネルギー機構が「私た
ちのまちにとってのＳＤＧｓ（持続可能な開発目
標）－導入のためのガイドライン－ 」を発行し
ているが、このガイドラインによれば、地方公共
団体がＳＤＧｓに取り組むステップは、「ＳＤＧ
ｓの理解」「取組体制」「目標と指標」「アクショ
ンプラン」「フォローアップ」の５段階に分けら
れる（図表 2-3）。

この基準に基づくと、先のＳＤＧｓについて総
合計画等で何かしら言及していた 17 都道府県の
うち、ステップ２以降に進んでいると考えられる
のは、北海道・神奈川県・長野県・滋賀県・大阪
府・広島県の６つのみであった。なお、このうち
北海道・神奈川県・長野県・滋賀県・広島県は、
内閣府が実施するＳＤＧｓ未来都市に選定されて
いる。

いずれの地方公共団体も取り組み始めたばかり
であり、方向性を示しただけ、というところも少
なくない。今後、取り組み体制の整備や、目標の
設定、施策の実施というプロセスに進んでいくも
のとみられる。

３章　海外の都市の取り組み状況
１．ＯＥＣＤのＳＤＧｓモデル都市
１）制度的な背景
（１）背景と目的

2018 年７月、国連のＨＬＰＦにおいて、経済
協力開発機構（ＯＥＣＤ）の「ＳＤＧｓへの地域
的アプローチ」プロジェクト（Programme on 
a Territorial Approach to the SDGs）が発足
した。本プロジェクトは、都市・地域のＳＤＧｓ

図表2-3　�自治体がＳＤＧｓに取り組むために必要とされる５
つのステップ

ステップ１：ＳＤＧｓの理解
１-１：ＳＤＧｓの概要を理解する
１-２：ＳＤＧｓの三層構造を理解する
１-３：�ＳＤＧｓと自治体行政の役割の関係を理解する

ステップ２：取組体制
２-１：�自治体行政における垂直的連携と水平連携の重要性を理解する
２-２：�ニッチからグローバルに至る垂直的連携の強化
２-３：�関係するステークホルダーの明確化と水平的連携の強化
２-４：ＳＤＧｓ推進体制の構築

ステップ３：目標と指標
３-１：自治体レベルの取組の整理
３-２：政策目標と達成目標の設定
３-３：達成目標の進捗状況を計測する指標の設定

ステップ４：アクションプログラム
４-１：�自治体版ＳＤＧｓアクションプログラムの策定
４-２：�自治体版ＳＤＧｓアクションプログラムの実施

ステップ５：フォローアップ
５-１：フォローアップの仕組みの確立
５-２：�指標を用いた達成状況の計測と進捗状況のフォローアップ

（出所）�自治体ＳＤＧｓガイドライン検討委員会編　一般財団法人建築環境・省エネルギー
機構「私たちのまちにとってのＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)－導入のためのガ
イドライン－(2018年３月版)」から大和総研作成
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の取り組み（特に、戦略の策定・実施・モニタリ
ングの実施）を支援するものである。

地方公共団体との適切な関わりや調整がなけれ
ば、ＳＤＧｓの 169 のターゲットのうち 65％は
達成できないだろうと推定されている 9。繰り返し
になるが、ＳＤＧｓの達成においては、地域レベ
ルでの取り組み、とりわけ地方公共団体の取り組
みが重要だ。地方公共団体は地方のまちづくりや
公共交通、健康等の分野における基本的なインフ
ラ整備を担っている。ＯＥＣＤ加盟国では地方公
共団体による公共投資は全体の 59.3％を占めて
いる（2016 年の数値）10。また、ＳＤＧｓの達成
度合いを国レベルの指標で判断するだけでは、地
域で実際に起きている状況を正確に把握しきれな
いことも懸念される。

本プロジェクトの目的としては、①全国平均や
他の都市・地域と比較したＳＤＧｓへの取り組み
状況の計測、②中央・地方政府間での対話を通じ
た合意形成、③国際経験に基づくベストプラク
ティスや直面している共通の課題について共有－
－により都市・地域のＳＤＧｓの地域化の取り組
みを支援することが挙げられている。また、期待
される成果として、①ＳＤＧｓの目標達成の進捗
を測定するための、合意のとれた地域レベルの指
標の枠組みの構築、②全てのパイロット事業の横
断的分析を行った統合報告書（ベストプラクティ
スへのレビュー、政策提言、行動計画など含む）、
③各パイロット都市・地域における政策・ガバナ
ンスの枠組み分析のケーススタディ、④パイロッ

9）OECD “THE OECD PROGRAMME ON A TERRITORIAL APPROACH TO THE SDGs A role for 
cities and regions to leave no one behind” (URL: https://www.oecd.org/cfe/Territorial_SDGs_
flyer_2019.pdf)。 数 値 の 出 所 は Cities Alliance “Sustainable Development Goals and Habitat III: 
Opportunities for a Successful New Urban Agenda”（2015）

10）OECD ”THE OECD PROGRAMME ON A TERRITORIAL APPROACH TO THE SDGs A role for 
cities and regions to leave no one behind” (URL: https://www.oecd.org/cfe/Territorial_SDGs_
flyer_2019.pdf)。

ト都市・地域間の実践的なネットワーク（視察ミッ
ションやワークショップなどにより実現される）
――などを想定している。

（２）参加都市
ＯＥＣＤがＯＥＣＤ加盟国や非加盟国に対して

プロジェクトへの参加を募集・打診し（2018 年
第１四半期）、以下の９都市・地域がパイロット
地域（以下、ＳＤＧｓモデル都市と称す）として
参加している（2019 年５月時点）。

・北九州市（日本）
・ボン市（ドイツ）
・フランダース地域（ベルギー）
・南デンマーク地域（デンマーク）
・コルドバ州（アルゼンチン）
・コーパヴォグル市（アイスランド）
・ビケン県（ノルウェー）
・パラナ州（ブラジル）
・モスクワ市（ロシア）

（３）これまでの動きと今後のスケジュール
2019 年３月、第１回ラウンドテーブルが開催

され、上記９都市・地域のうち７都市・地域に関
するＳＤＧｓ地域化の予備調査結果について議論
された。また、同年５月にはＳＤＧｓの地域化指
標の枠組みに関するワークショップが開催され、
ＳＤＧｓの指標の事例に関する議論等が行われた。

今後のスケジュールとしては、2019 年９月か
ら 10 月にかけて、第２回ラウンドテーブルが開
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催され、2020 年２月に開催される第 10 回世界
都市フォーラム（開催地：アラブ首長国連邦）に
おいて、最終報告書が公表される予定である。

２）世界のＳＤＧｓモデル都市の取り組み
具体的にＳＤＧｓモデル都市がどのような取り

組みを行っているか、９都市・地域のうち、一定
の情報開示が行われている５都市・地域について
概観する。

（１）北九州市（日本）の事例
１章でも取り上げた北九州市は、2004 年に「人

と地球、そして未来の世代への北九州市民からの
約束～世界の環境首都をめざして～（グランド・
デザイン）」を策定し、環境首都づくりに取り組
んできた。同市がＳＤＧｓにいち早く取り組んだ
のは、このようなＳＤＧｓに通じる取り組みを以
前より進めてきたことが背景にあると考えられ
る。

同市は「ＳＤＧｓ戦略（ビジョン）」を達成す
るため、市長を本部長とする庁内横断的な組織で
ある「北九州市ＳＤＧｓ未来都市庁内推進本部」
を設置して取り組み体制を整えた。「北九州市Ｓ
ＤＧｓ未来都市計画 『「真の豊かさ」にあふれ、
世界に貢献し、信頼される「グリーン成長都市」』
を目指して」では、2030 年のあるべき姿の実現
に向けた優先的なゴールを経済・社会・環境の三
側面から設定しており、例えば環境に関しては「世
界のモデルとなる持続可能なまちを拓く」ことを
目指し、「他都市のモデルとなるエネルギーマネ
ジメント・循環システムの構築」や「コンパクト
なまちの形成によるストック型社会の創造」「技

11）「アジェンダ 21」（1992 年に地球サミットで採択された各国が目指す持続可能な開発に向けた行動計画）に基づ
き、地方公共団体が策定する行動計画。

術と経験を生かした国際貢献の推進」などに取り
組むとしている。これはＳＤＧｓ目標のうち７、
11、12、13、17 の達成につながるものと位置づ
けており、進捗を測定する指標として「再生可能
エネルギー導入量」「家庭ごみ量」「アジアの環境
人材育成のための研修員の受入数（延べ）」を掲
げた。

同市はＳＤＧｓの達成・進捗状況を計測するた
めの、地域特性を踏まえた指標の開発を政府と共
同で進めており、22 個の指標を開発した。指標は、
市民がその活動のインパクトを自ら可視化できる
ようなものとしている。今後は、これらの指標に
よる進捗モニタリングを進めていく予定となって
いる。

この他、学識経験者や市民の代表者等から構成
される北九州市ＳＤＧｓ協議会を設置し、北九州
市のＳＤＧｓの取り組みの方向性などについて助
言を受ける体制を設けたり、市民や企業などＳＤ
Ｇｓに関心のあるステークホルダー間の交流や
マッチングを促進する北九州ＳＤＧｓクラブを設
置するなど、産学官民の連携を推進する仕組みを
構築している。

（２）ボン市（ドイツ）の事例
ボン市はノルトライン＝ヴェストファーレン

（ＮＲＷ）州の都市で、1949 年から 1990 年まで
旧西ドイツの暫定首都が置かれた。同市には 20
もの国連組織があり、持続可能性について議論
する会議が頻繁に開催されている。同市は 1997
年以降、「ローカルアジェンダ 21」11 に取り組み、
2005 年以降、サステナビリティ報告書を作成
している。国連でＳＤＧｓが採択された翌年の
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2016 年には、同市議会はＳＤＧｓに取り組むこ
とを決定した。同市はこれまで長年、サステナビ
リティを意識したまちづくりに注力してきたこと
から、ＳＤＧｓへの取り組みは自然な流れであっ
たと考えられる。

同市はドイツ連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）が
支援するパイロットプロジェクト「世界的に持
続可能なＮＲＷの都市」（Global Sustainable 
Municipality in NRW）において、同州におけ
る 15 のパイロット都市の一つに選定されている。
2019 年２月には、そのプロジェクトの一環とし
てＳＤＧｓを考慮したサステナビリティ戦略を策
定している。

同市のサステナビリティ戦略の優先領域は、モ
ビリティ、気候とエネルギー、天然資源と環境、
仕事とビジネス、社会参加とジェンダー、グロー
バル責任の６つである。そして、それに関連する
ＳＤＧｓ目標として、目標 11「住み続けられる
まちづくりを」を都市の重要テーマとしている。
また、エネルギー効率の良い建築基準や低炭素の
交通などの点で目標 11 と相乗効果が期待できる
重要テーマとして、目標７「エネルギーをみんな
に　そしてクリーンに」や目標 13「気候変動に
具体的な対策を」も挙げている。

同市は 2002 年以降、４分野（福祉、社会の
公正さ、環境の質と資源の効率性、経済効率
性）において、鍵となるＳＤＧｓ指標を 45 個作
成している。ドイツでは、イニシアチブ “SDG 
indicators for Municipalities” において、国内

12）具体的には、所得、健康、安全、人生の満足度、住居、教育に関する事項が該当する。ＳＤＧｓでは目標１、２、３、
４、５に関連付けられている。

13）具体的には、サービスへのアクセス、雇用、ワークライフバランスといった社会に関する事項と環境に関する事
項が含まれる。ＳＤＧｓでは前者は目標７、８、９、10、11 に、後者は目標６、 12、13、15 に関連付けられて
いる。

14）具体的には、市民参加とガバナンス、地域社会と社会的支援に関する事項が該当する。ＳＤＧｓでは目標 16、
17 に関連付けられている。

の自治体向けに 47 個の指標が開発・提供されて
いるが、同市は今後、それらの指標の活用可能性
を検討するほか、新しい指標の開発や既存の指標
の取捨選択などに取り組むとしている。

（３）コルドバ州（アルゼンチン）の事例
コルドバ州は、アルゼンチン中北部に位置する、

２番目に人口の多い州である（350 万人超）。大
豆生産や農産物の商品化、金属加工業が主要産業
である。

同州は社会責任報告書（2010 － 2015）を作
成しており、それを発展させるものとして、ＳＤ
Ｇｓに取り組んでいる。ＳＤＧｓがグローバルに
同意された長期目標であること、国民の幸福度の
モニタリングに有効であることなどから、行政機
能を強化する機会と捉えている。具体的な施策と
しては、市民を巻き込むための大学など市民社会
組織によるオープン政府ラウンドテーブルを設置
したり、信頼できるデータや統計を提供するため
のオープン政府ポータルサイトを立ち上げると
いったことなどが挙げられる。

同州は、州の計画である “Memoria de Gestion 
Gubernamental”（2016、2017）において、持
続可能性が政府の行動の基本原理であるとしてお
り、州政府のアクションの３軸（「社会の公正・
公平さ」12、「持続可能な経済成長」13、「組織の強
化」14）に複数のＳＤＧｓ目標を関連付けている。
中でも社会に関するＳＤＧｓ目標（目標１から
５、および 10）に特に注力しており、これらの
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目標達成を促進するドライバーを特定するととも
に、環境・経済に関連するＳＤＧｓの取り組みと
の相乗効果や相殺関係を示すマトリックスを作成
することを計画している。この結果を、“Memoria 
de Gestión Gubernamental”（2016、2017）
の後継である “Vision2030” の開発に取り入れる
予定である。

また、同州は 2017 年、アルゼンチン政府の機
関である社会政策調整国家評議会（ＣＮＣＰＳ）
と共同同意書に署名し、ＳＤＧｓを同州の計画に
取り込む際のガイドライン等に関して、ＣＮＣＰ
Ｓから情報提供を受けるとしている。

（４）フランダース地域（ベルギー）の事例
フランダース地域は、ベルギーのブリュッセル

首都圏を除く北半分に相当する地域で、かつて毛
織物産業が栄えた地域である。

同地域では、持続可能な開発についての戦略を、
2006 年以降、５年ごとに策定している。第２弾
の開発戦略（2011 年）ではイノベーションを重
視し、同地域の長期ビジョン達成に向け、変革を
意識したアプローチが導入されている。この発想
が現行の長期開発戦略 “Vision 2050”（2016 年）
においても引き継がれており、地域が変革すべき
７つの優先事項が盛り込まれている。具体的には、
循環経済、スマート生活、Industry4.0、生涯学
習とダイナミックな専門的職業、2050 年の福祉
と共同生活、交通手段とモビリティ、エネルギー
である。さらに、ＳＤＧｓを地域の実情に合った
ものに解釈し、ＳＤＧｓを実施する上で鍵となる
文書 “Focus 2030” をまとめている。今後、市民
社会がＳＤＧｓの進捗をモニタリングできるよう
なオープンデータプラットフォームを設立する予

15）フランダース地域の 300 の都市・自治体から構成される自治体連合。

定である。
同地域では、フランダース都市・地方自治

体 連 合（Association of Flemish Cities and 
Municipalities：ＶＶＳＧ）15 により、フランダー
ス地域の都市・自治体が地域の政策にＳＤＧｓを
取り入れることを支援するパイロットプロジェク
ト（2017 ～ 2019 年）が進められている。その
一環として、ＳＤＧｓの進捗を測定する指標につ
いても開発が進められている。

（５）南デンマーク地域（デンマーク）の事例
南デンマーク地域は再生可能エネルギーや、Ｉ

Ｔを使った健康福祉、観光業等の産業分野に強み
を有している。生活の質（ＱＯＬ）、幸福、持続
可能性を地域の方針としており、地域開発戦略

（The Good Life, 2016-2019）を取りまとめて
いる。同戦略で直接ＳＤＧｓについての記述があ
るわけではないが、６つの重点分野（行動につな
がる知識、潜在能力を有する人材、発展的な事業、
環境保護の機会、活気ある都市、強固な結束）は
それぞれ、関連した 6 つの鍵となる政策テーマお
よびＳＤＧｓの 17 の目標に関連付けられている。

例えば、重点分野の一つである「環境保護の機
会」は、政策テーマ「循環経済、環境変化への適
応・緩和、持続可能な地域社会」に落とし込まれ、
さらにＳＤＧｓの目標 11「住み続けられるまち
づくりを」、目標 12「つくる責任　つかう責任」、
目標 13「気候変動に具体的な対策を」に関連付
けられている。

同地域はＳＤＧｓを地域のステークホルダーと
の対話を促進したり、政策的な重点事項を明確化
し、重点的に予算配分するための有効なツールで
あると捉えており、今後、ＳＤＧｓを次期の地
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域開発戦略 “Regional Development Strategy
（2020-2023）” に取り入れる方針である。

同地域は、ＳＤＧｓを地域の実情に沿って解釈
していく必要があり、そのためには多くのＳＤＧ
ｓ関連指標が必要であるとの認識を持っている。
このため、デンマーク統計局と連携し、地域に根
差したＳＤＧｓの指標の開発を行う予定である。

２．ＳＤＧｓモデル都市の取り組みから
見える、今後の方向性と課題

１）ビジョンや戦略への取り込み
これまで見てきたように、ＯＥＣＤのＳＤＧｓ

モデル都市はいずれも、従来地域の抱える社会的
課題を認識し、その解決を目指して持続可能なま
ちづくりを進めてきた地方公共団体である。この
ため、ＳＤＧｓを全く新しい目標と捉えるのでは
なく、従来の取り組みを発展させるものとして、
戦略やビジョンに取り入れているように見受けら

れる。
それぞれの都市・地域がＳＤＧｓを戦略やビ

ジョンに取り込む理由を見ていくと、ＳＤＧｓが
グローバルに認められた共通目標であること、ま
た社会・経済・環境の三側面から統合的な視点で
地域の戦略やビジョンを考える枠組みとして有効
であることが挙げられる。

ＳＤＧｓ の 17 の目標の間には、相乗効果（あ
る一つの目標を目指す過程で、他の目標の達成に
も近づくなど）があるものもあれば、トレードオ
フになる（他の目標の達成が犠牲になる）ものも
あるため、互いの関係を把握し、管理していくこ
とが重要である。アルゼンチンのコルドバ州で予
定されている、ＳＤＧｓの 17 の目標の関係性を
マトリックスで整理・分析する取り組みは、他の
都市・地域の参考になりそうだ。これは、地方公
共団体が限られた予算をどの分野に配分するかを
考えるツールとしても有効だと思われる。

図表３-1　世界のＳＤＧｓモデル都市の比較
市・地域 国 ビジョンや戦略

への取り込み
優先的に取り組
むＳＤＧｓ 国の支援事業 市民社会等との

パートナーシップ 地域指標の開発

北九州市 日本 ＳＤＧｓビジョ
ンを作成

８つ設定（ＳＤ
Ｇｓ７、８等）

○
（パイロット
都市の一つ）

北九州ＳＤＧｓ
クラブ 政府と共同開発（22個）

ボン市 ドイツ
ＳＤＧｓを考慮
したサステナビ
リティ戦略策定

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ11、
７、13等

○
（パイロット
都市の一つ）

ボンSDGs-Daysの
キャンペーンなど ４分野で45個開発

コルドバ州 アルゼンチン
現行計画でのア
クションに関連
付けている

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ １ ～
５、10 × オープン政府ラウン

ドテーブル 次期計画で取り組む

フランダース
地域 ベルギー Vision 2050と

Focus 2030 n.a. × n.a. ＶＶＳＧの協力で開発
中

南デンマーク
地域 デンマーク

次期開発戦略の
策定の枠組みと
する

10個（ Ｓ Ｄ Ｇ
ｓ３、４、５等） ×

12の中学校ネット
ワークでのＳＤＧｓ

の啓発活動
デンマーク統計局と協
力

コーパヴォグ
ル市 アイスランド

町評議会戦略に
取り入れること
に同意

14個（ Ｓ Ｄ Ｇ
ｓ１、３、４等） × n.a.

“The Social Progress 
Imperative”の 社 会 進
歩指標を活用

ビケン県 ノルウェー 新しい政策枠組
みとする予定 n.a. × n.a. n.a.

パラナ州 ブラジル n.a. n.a. n.a. n.a. 71の指標を作成
モスクワ市 ロシア n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

（注）ビケン県は、2020年１月１日よりノルウェー南東の３つの県（Akershus、Buskerud、Ostfold）が統合してできる新しい県
（出所）ＯＥＣＤ“1st OECD Roundtable on Cities and Regions for the Sustainable Development Goals”等から大和総研作成
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２）民間事業者、市民社会、大学等とのパー
トナーシップ構築

ＳＤＧｓの目標 17 の「パートナーシップで目
標を達成しよう」で挙げられているように、地域
のＳＤＧｓの達成を効果的に進める上で、民間事
業者や市民社会など地域のステークホルダーを巻
き込んだ取り組みは重要である。

ＳＤＧｓモデル都市の例で言えば、アルゼンチ
ンのコルドバ州は、大学等を含む市民社会からな
るオープン政府ラウンドテーブルを設置し、政府
と市民の両方でデータが共有される仕組みを作っ
ている。また、北九州市は、ＳＤＧｓを共通言語
として民間企業、大学、市民などが参加できる、
市が一体となったマルチステークホルダーのプ
ラットフォーム（北九州ＳＤＧｓクラブ）を作っ
ている。このようなプラットフォームがあること
で共通の関心事を通じたマッチングが可能になる。

ＳＤＧｓの達成に向けた課題として、人材や資
金などのリソースが不足していることも指摘され

ている。パートナーシップの構築を地域で能動的
に進めることで、ステークホルダー間で不足して
いるリソースを融通し合える体制を構築すること
は、ＳＤＧｓの達成につながる重要な要素である
と考えられる。

また、ドイツやベルギーにおいては、自治体の
連合体レベルで都市や自治体のＳＤＧｓの達成へ
の取り組みを後押ししている。例えば、ドイツ
ではドイツ都市連合（Association of German 
Cities）が自治体に対し、ＳＤＧｓに取り組むよ
う促しており、これまでに、ボンをはじめとして
ドレスデン、ハノーバー、シュツットガルトなど
80 以上の自治体がドイツ都市連合の決議書に署
名をしている。また、ベルギーでは、ＶＶＳＧが
ＳＤＧｓを自治体の政策策定に組み入れることを
促している。ベルギーでは、現時点でＳＤＧｓの
パイロットプロジェクトに参加するのは 20 自治
体であるが、今後は全て（300）の自治体へ支援
を拡大していくもようである。
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このように、自治体の連合体が関わることで、
より自治体間のパートナーシップが発揮され、ＳＤ
Ｇｓへの取り組みが促進されることが期待される。

３）地域のＳＤＧｓ指標の開発
ＯＥＣＤプログラムの目的の一つである、都市・

地域におけるＳＤＧｓの進捗を管理するための指
標開発については、ＳＤＧｓモデル都市でそれぞ
れ検討が行われている。

都市・地域が独自に指標開発を進めるところも
ある一方、南デンマーク地域（デンマーク）のよ
うに、国と連携して進めているところもある。ま
た、ドイツでは、多様なステークホルダーからな
るイニシアチブの下で自治体向けの指標が作成さ
れ、自治体がアクセスできるようにしている。ま
た、ベルギーのフランダース地域では、ＶＶＳＧ
が指標の開発を進めている。

都市・地域の状況に応じて独自で指標開発した
方が、進捗状況の把握には適切と考えられる一方、
ドイツやベルギーのように地域指標を統括的に整
備する組織があれば、多数の都市が労力を節約で
きて整備が迅速に進むとともに、都市間での達成
度の比較などが容易になるものと考えられる。ど
ちらがよいのか一概に言えるものではないが、そ
れぞれの都市・地域の実情に合わせた選択が求め
られる。

４）今後：他都市・地域における広がり
現状では、世界においてＳＤＧｓを積極的に推

進している都市・地域はまだ限られており、国家
の支援がある日本やドイツは相対的に取り組みが
進んでいる国であると言えそうだ。ＳＤＧｓに取
り組むための人材や資金などのリソースが、地方
公共団体だけでは限られるため、ＳＤＧｓの地域

指標の整備、アクションプランの実行、進捗のモ
ニタリングを進めていく上で、中央政府がサポー
トをしていくことが求められるだろう。

ＯＥＣＤのＳＤＧｓモデル都市の状況を見る限
り、都市・地域レベルでのＳＤＧｓの達成に向け
た取り組みは、世界的に始まったばかりである。
日本としては、ＳＤＧｓ未来都市を中心に成功事
例を積み上げ、ベストプラクティスとして世界の
他都市・地域に展開することで、ＳＤＧｓの達成
に貢献していくことが求められよう。

４章　おわりに
本稿では、都市・地域がＳＤＧｓに取り組む意

義や、実際の取り組み状況について整理してきた。
ＳＤＧｓは世界共通の目標ではあるが、都市・地
域レベルで 17 の目標に対する達成状況には違い
があり、優先的に取り組むべき課題も異なる。Ｓ
ＤＧｓの基本的な考え方は、地球上の「誰一人取
り残さない」（leave no one behind）であり、
都市・地域といった、より個人に近いレベルでＳ
ＤＧｓに取り組んでいくことが望ましいだろう。

2015 年に国連でＳＤＧｓが採択されて以降、
世界の都市・地域では、それぞれが歩んできた発
展の歴史やこれまでの取り組み等を踏まえて、Ｓ
ＤＧｓを地域のビジョンや開発計画の中に取り込
む動きが進んでいる。日本においても、地方公共
団体の間でもＳＤＧｓに対する関心が高まってお
り、総合計画等に盛り込む動きも増えている。た
だし、現状取り組みが進んでいるところは、従来、
地方政治に住民が積極的に関わっていた地域や、
環境問題への意識が高い地域が多い。こうした背
景を持たない都市・地域に、どのようにＳＤＧｓ
に取り組む意義を理解してもらい、自分事として
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捉えてもらうかが、今後の課題であろう。
なお、日本全体としてＳＤＧｓへの認知度が高

まっていく中で、地域住民などの関心が高まり、
地方公共団体に取り組みを促すようなことも起き
るかもしれない。実際、地方公共団体が新たに策
定する総合計画等についてパブリックコメントを
募集した結果などには、ＳＤＧｓについてどう考
えているのか、総合計画等に取り入れないのか、
という意見が寄せられているケースも見られた。

ＳＤＧｓの達成の重要なポイントはパートナー
シップである。ＳＤＧｓで解決を目指す幅広い社
会課題を、地方公共団体だけで解決することは非
常に困難であり、地域内外のリソースを活用して
いくことが求められる。

現状、多くの地方公共団体はＳＤＧｓを理解す
る、総合計画等に組み込む段階である。今後、計
画を実施する段階に移行していくことになるが、
一般財団法人建築環境・省エネルギー機構の「私
たちのまちにとってのＳＤＧｓ（持続可能な開
発目標）－導入のためのガイドライン－ 」では、

計画を実施する段階で、推進していく人材を育成
すること、またファイナンスを充実させる重要性
などを指摘している。ファイナンスに関しては、
自主財源（住民税や事業税、固定資産税等の地方
税）の確保に加え、政府系・民間ファンドからの
調達、グリーンボンドの発行、クラウドファンディ
ングの利用などが例示されている。地方公共団体
が目指す 2030 年の姿と、それに向かって施策を
進めていく上で、資金の出し手（納税者、投資家、
銀行、個人など）の理解を得られるファイナンス
の在り方も考えていく必要があるだろう。また、
その理解を得る上で、本稿でも度々触れてきたＳ
ＤＧｓの達成度合いを測定する指標の測定・開示
は不可欠と言える。

より多くの都市・地域がＳＤＧｓの達成に向け
て行動をすることが、世界全体のＳＤＧｓ目標の
達成につながることになる。ＳＤＧｓが採択され
てから既に４年が経過した。残りの11年、各都市・
地域により、ＳＤＧｓへの取り組みが進むことを
期待したい。
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